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Ｑ．私どもの組合は、一般機械器具製造業者で組織する事業協同組合ですが、最近、

当組合の地区内に本社を置く資本金３億５千万円、従業員３５０人の中堅機械メー

カーＡ社が、当組合に加入の申し込みを行ってきました。当組合としては、組織強

化のためＡ社を受け入れたいのですが、このように法律上の中小企業者の範囲を超

える事業者であっても、組合に加入できるのでしょうか。 

 

Ａ．この問題は、(1) 事業協同組合の組合員資格と、(2) 独禁法との関係、の２つの問

題に分けて考える必要があります。 

  

 (1) まず、事業協同組合（以下、「組合」という。）の組合員資格は、中協法第８条（組

合員の資格等）で「小規模の事業者」であることが定められており、いわゆる大企

業は組合には加入できないことになっています。これは、組合が中小企業者のため

の組織制度として設けられているからにほかなりません。この中小企業者の基準は、

中協法第７条（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律との関係）第１項

第１号に定められており、製造業の場合は、資本金が３億円以下であるか、常時使

用する従業員数が３００人以下であることがその要件となっています。したがって、

Ａ社の場合はこの基準を超える事業者ということになりますが、ただ、中小企業者

であるか否かの判断は、この基準のみによって行われるものではなく、これを超え

る事業者であっても、その事業者の競争力、市場支配力、地域経済の実情等、諸般

の実態を検討したうえで実質的にみて小規模の事業者と認められる場合は組合員と

なる資格を有することになります。そして、この実質的中小企業者であるか否かの

判断は、加入の申し込みがあった際に組合自身が行うことになります。 

 

(2) 貴組合の判断によってＡ社が実質的中小企業者と認定され、組合への加入が認め

られたとしますと、次に独占禁止法（以下、「独禁法」という。）との関係がでてき

ます。まず組合は、中小企業者の基準を超える事業者が組合に加入している場合に

は、その事実が発生した日から３０日以内に公正取引委員会に届け出ることが義務

づけられています。 

独禁法は第２２条（一定の組合の行為）によって、事業協同組合等については中

小企業者の団体として、同法を適用しないこととしています。つまり、組合はその

中小企業者団体性をもって独禁法の適用除外団体とされているところから、中小企

業者の基準を超える事業者が組合に加入しているときは、公正取引委員会はその事

業者が実質的にみて小規模事業者でないと認めた場合には、独禁法の適用除外が解

除され、その組合に同法が適用されることになります。先に述べた公正取引委員会



への届出は、同委員会がこの認定を行うについてその事実を知るために義務づけら

れているものです。ただし、公正取引委員会のこの認定は、届出がなされた時に行

われるのではなく、組合の共同行為に問題が生じたときに行われているようです。

なお、認定により独禁法の適用を受けても組合は存続します。 

   また、公正取引委員会は、この認定権の行使のほかに、中協法１０７条（排除措

置）により、常時使用する従業員数が１００人を超える事業者が実質的に中小企業

者でないと認めるときは、その者を組合から脱退させることができることになって

います（排除権）。 

    この認定権と排除権の関係については、公正取引委員会は、認定権を行使して組

合そのものに独禁法を適用するか、あるいはこの排除権を行使して大企業を排除す

るか、いずれか一方の措置を選択することができるものと解されています。 


